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今回の調査で明らかになったこと 

寿命調査集団において、原爆放射線への被曝ががん以外の呼吸器疾患による死亡と関連し

ていることが明らかになった。しかし、この関連は、既に放射線被曝との関連が示されてい

るがんなどの疾患の終末期に生じた呼吸器疾患が死因とされたことによる二次的な関連の可

能性がある。また、放射線被曝と呼吸器疾患との関連性の裏付けとなる生物学的な機序は明

らかでないことも併せると、放射線被曝と呼吸器疾患による死亡との関連を結論付けるには

更なる検討が必要である。 
 
解 説 

1. 調査の目的 
寿命調査により、原爆放射線被曝とがんとの関連が明らかにされてきたが、近年、がん以

外の疾患への注目も集まっている。本調査の目的は、放射線被曝とがん以外の呼吸器疾患と

の関連を明らかにすることであり、主要な呼吸器疾患についての分析を行った。また、死因

の分類の誤りがリスク推定に及ぼす影響についても検討した。 
 

2. 調査の方法 
1950 年の国勢調査に基づき設定された 120,321 人から成る寿命調査集団のうち、肺の被曝

線量が推定されている 86,611 人を本調査の対象とした。国際疾病分類に基づき、対象者の死

因とされたがん以外の呼吸器疾患を急性呼吸器感染症、肺炎／インフルエンザ、慢性閉塞性

肺疾患、気管支喘息、およびその他の呼吸器疾患に分類した。本調査は 1950 年から 2005 年

までの追跡結果に基づいている。放射線被曝がこれらの疾患による死亡に及ぼす影響の程度

をコックス回帰モデルを用いて過剰相対リスク（ERR）として推定した。 
 
3. 調査の結果 
（1）放射線被曝と呼吸器疾患との関連 

調査期間中に、5,515 人のがん以外の呼吸器疾患による死亡が確認された。がん以外の呼吸器

疾患全体の 1 Gy 当たりの ERR は 0.17（95％信頼区間 [CI]: 0.08, 0.27）と有意に増加していた（こ

こでの ERR が 0.17 とは、被曝していない場合に比べて 1 Gy 被曝した場合にリスクが 17％増加
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することを示している）。疾患ごとに ERR は異なっており、肺炎／インフルエンザは 0.20（95% 
CI: 0.09, 0.34）、慢性閉塞性肺疾患は 0.08（95% CI: –0.14, 0.37）、気管支喘息は 0.16（95% CI: –0.10, 
0.52）、急性呼吸器感染症は–0.16（95% CI <0, 0.40）であった。生活習慣や社会経済的因子がこ

れらのリスク推定に影響を及ぼした可能性は低いと考えられた。調査期間を1950－1964年、1965
－1979 年、1980－2005 年に分けて観察すると、放射線被曝と呼吸器疾患との関連は 1980－2005
年の期間においてより強く観察された。1970 年代までは、呼吸器疾患の主体は急性感染症であ

ったが、1980 年代以降は、高齢者の終末期にがんや循環器疾患などに随伴する疾患へと変化し

てきたことを反映し、後者の時期の呼吸器疾患において放射線被曝との関連が観察されたと考

えられた。 
 

（2）死因の分類の誤りの影響 
本調査では死亡診断書に基づいて対象者の死因を把握しているため、正確なリスク推定を

行うには死亡診断書の原死因が適切に記載されていることが重要である。がんや循環器疾患

の終末期には呼吸器疾患を経て死亡することが多いとされ、本来はがんや循環器疾患が原死

因であるにもかかわらず、記載の不備により呼吸器疾患が原死因として採用される可能性が

懸念される。このことを考慮して、がんや循環器疾患の既往を有する対象者を呼吸器疾患に

よる死亡から除外して解析すると、ERR は 35％減少し、肺炎／インフルエンザを除いて放射

線被曝と呼吸器疾患による死亡との関連は観察されなくなった。死因の分類の誤りがリスク

推定に及ぼす影響が大きいこと、および死亡診断書からの情報のみではこの誤りを十分に調

整することはできないことが示唆され、結果の解釈には注意を要する。 
 
 
放射線影響研究所は、広島・長崎の原爆被爆者および被爆二世を 60 年以上にわたり調査してきた。そ

の研究成果は、国連原子放射線影響科学委員会（UNSCEAR）の放射線リスク評価や国際放射線防護委

員会（ICRP）の放射線防護基準に関する勧告の主要な科学的根拠とされている。被爆者および被爆二

世の調査協力に深甚なる謝意を表明する。 
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